
入札参加にあたっての留意事項 

 

入札参加者は、地方自治法、地方自治法施行令、私的独占の禁止及び公正取引の確保

に関する法律、労働基準法、最低賃金法等の労働関係法令、美郷町財務規則、建設工事

等競争入札心得、入札公告、指名通知書、仕様書、図面及び契約書案のほか、次の事項

に留意してください。 

 

１ 技術者の適正配置について 

  建設業法に規定している次の事項を遵守してください。 

（１） 請負金額が３，５００万円（建築一式の場合は７，０００万円）以上の建設工 

事を施工するに当たっては、工事現場ごとに専任の主任技術者を配置しなければ 

ならない。 

（２） 下請契約の請負代金の合計が４，０００万円（建築一式の場合は６，０００万 

円）以上となる場合については、主任技術者に代えて専任の監理技術者（監理技 

術者資格証の交付を受けている者であって、国土交通大臣の登録を受けた講習を 

受講した者に限る。）を配置しなければならない。 

 

２ 配置する技術者の資格について 

  一般土木工事及び舗装工事の施工に当たり配置しなければならない主任技術者又 

は監理技術者には、次の資格が必要です。 

（１） ３，５００万円以上８，０００万円未満の工事の場合は、原則として１級建設

機械施工技士、２級の建設機械施工技士、１級土木施工管理技士、２級の土木施

工管理技士（種別を「土木」とするものに限る。）又は技術士（技術士法による

第二次試験のうち技術部門を建設部門、農業部門（選択科目「農業土木」とする

ものに限る。）、森林部門（選択科目を「森林土木」とするものに限る。）、水産部

門（選択科目「水産土木」とるものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目

を建設部門に係るもの、「農業土木」、「森林土木」又は「水産土木」とするもの

に限る。）とするものに合格した者）とする。 

（２） ８，０００万円以上の工事の場合は、原則として１級建設機械施工技士又は１

級土木施工管理技士又は技術士（技術士法による第二次試験のうち技術部門を建

設部門、農業部門（選択科目「農業土木」とするものに限る。）、森林部門（選択

科目を「森林土木」とするものに限る。）、水産部門（選択科目「水産土木」とる

ものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を建設部門に係るもの、「農業土

木」、「森林土木」又は「水産土木」とするものに限る。）とするものに合格した

者）であって、監理技術者資格証の交付を受け、かつ、国土交通大臣の登録を受

けた講習を受講したものとする。 



（３） ３，５００万円未満の舗装工事（軽微な舗装工事を除く）の場合は、２級以上 

の舗装施工技術管理者 

 

３ 見積内訳明細書の提出について 

  入札公告、入札説明書又は指名通知において、見積内訳明細書を１回目の入札時に

提出してください。 

  なお、見積内訳明細書は、低入札価格調査制度を適用する工事にあっては、低入札

価格調査における失格判断基準に該当するか否かを判断する際の根拠となることが

あります。また、見積内訳明細書の様式は、建築工事及び建築設備工事の場合は別に

示すものとし、それ以外の工事では本工事費内訳書に準じたものとします。 

４ 秋田県の「建設産業における生産システム合理化指導要綱」の遵守等について 

  秋田県の「建設産業における生産システム合理化指導要綱」（平成４年２月２０日 

付け監－１６４０）を遵守するものとし、特に次の事項に留意して下さい。 

（１） 下請業者の選定に当たっては、建設業法等関係法令の規定をみたすものである 

ことはもとより、施工能力、経営管理能力、雇用管理及び労働安全衛生管理の状 

況等を的確に評価し、優良な者を選定すること。 

（２） 下請契約の締結及び下請代金の支払いに当たっては、同要綱を遵守し、適正に 

行うこと。 

（３） 施工体制台帳等を整理する等により、工事の施工体制を的確に把握すること。 

（４） 建設労働者の雇用・労働条件の適正化を図るため、就業規則、建設労働者名簿 

及び賃金台帳を整備するとともに、適正な賃金の支払いに努めること。また、平 

成９年４月から１週間の法定労働時間が原則として４０時間となったので、これ 

を遵守し、労働時間の短縮や休日の確保に十分留意すること。 

    なお、当町では、土曜日、日曜日及び祝日等（夏期、年末年始休暇を含む。） 

の休日日数と降雨等による作業不能日数を合わせて、平均１３．５日／月を超え 

る場合は、工期延長を求めることができることとしています。 

 

５ 下請負届の届出の徹底について 

  特別契約事項第７条の規定に基づき、工事の一部を第三者に請け負わせたときは、 

直ちに下請負届を提出しなければなりません。 

 

６ 下請負及び資材調達等に関する町内業者の活用について 

  下請負及び資材調達等に関しては、町内業者を利用することとし、町内で調達等がで

きない場合は、発注担当者と打ち合わせすること。 

７ 「秋田県公共事業に係る環境配慮方針」に基づく取り組みについて 

  「秋田県公共事業に係る環境配慮方針」に基づき、工事の施工にあたっては、秋田 

県知事が認定したリサイクル製品等を優先的に使用してください。 



 

８ 工事施工における安全対策の徹底について 

  町では、作業員全員参加により月当たり半日以上の時間を割当てて安全研修・訓練 

に係る経費を予定価格に計上しています。この研修等を適正に実施するとともに、安 

全管理の徹底に努め、労働災害の防止について万全の措置を期してください。 

 

９ ダンプトラック等による過積載の防止について 

  工事の施工に当たっては、次の事項を遵守してください。 

（１） 工事用資材及び建設副産物等の運搬に当たっては、積載超過のないようにする 

こと。 

（２） 過積載を行っていると認められる資材納入業者から資材を購入しないこと。 

（３） 施工計画書の提出に当たっては、過積載防止対策について記載すること。 

（４） 下請契約の相手方又は資材納入業者等を選定するにあたっては、これまでの交 

通違反歴等を十分考慮すること。 

 

10 法第１２条団体等加入者の使用促進について 

  土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法（以下 

「法」という。）の目的に鑑み、法第１２条に規定する団体等の設立状況を踏まえ、 

同団体等への加入者の使用を促進してください。 

 

11 建設業退職金共済制度への加入等について 

  町では、建設労働者の労働福祉の向上を図るため、建設業退職金共済制度（以下「建 

退共制度」という。）の掛金を予定価格に計上し、その普及に努めています。ついて 

は、制度の趣旨を理解の上、次の事項を遵守してください。 

（１） 建退共制度の対象労働者に係る共済証紙を購入し、当該労働者の共済手帳に証 

紙を貼付すること。 

（２） 下請契約を締結する際は、下請業者に対して建退共制度の趣旨を説明するとと 

もに、下請業者が雇用する建退共制度の対象労働者に係る共済証紙を併せて購入 

して現物により交付すること、又は建退共制度の掛金相当額を下請代金中に参入 

することにより、下請業者の建退共制度への加入並びに共済証紙の購入及び貼付 

を促進すること。 

（３） 建退共制度の発注者用掛金収納書（以下「収納書」という。）を工事請負契約 

締結後１ヶ月以内に町に提出すること。 

    なお、工事請負契約締結当初は工場製作等の段階であるため建退共制度の対象 

   労働者を雇用しない等の理由により、期限内に当該工事に係る収納書を提出でき 

   ない事情がある場合は、あらかじめその理由及び共済証紙の購入予定時期を書面 

   により申し出ること。 



（４） （３）の申出を行った場合又は工事請負契約額の増額変更があった場合等にお 

いて、共済証紙を追加購入したときは、当該共済証紙に係る収納書を工事完成時 

までに提出すること。 

    なお、（３）の申出を行った場合又は工事請負契約額の増額変更があった場合 

等において、共済証紙を追加購入しなかったときは、その理由を書面により申し 

出ること。 

（５） 別に定める建退共証紙貼付実績書を作成し、工事完成届に添付して町に提出す 

ること。 

（６） 町から共済証紙の受払簿その他関係資料の提出を求められた場合は、速やかに 

提出すること。 

（７） 下請業者の規模が小さく、建退共制度に関する事務処理能力が十分でない場合 

には、元請業者に建退共制度への加入手続き、共済証紙の共済手帳への貼付等の 

事務の処理を委託する方法もあるので、元請業者においてできる限り下請業者の 

当該事務の受託に努めること。 

12 労働保険制度及び建設労災補償制度への加入等について 

 建設労働者の労働福祉の向上を図るため、労働者災害補償保険法による労働保険制度 

（以下「労災保険」という。）への加入はもとより、この法定労災補償制度を補完する 

法定外労災補償制度へ加入する必要があります。 

（１） 工事請負契約を締結した場合は、財団法人建設業福祉共済団の建設労災補償共 

済加入証明書その他の共済、保険制度の加入を証する書面の写しを契約締結後１ 

週間以内に町に提出すること。 

（２） 一人親方や中小事業主等は、その業務の実態等により雇用労働者に準じて保護 

することが適当であるとして、労災保険の特別加入が認められていることから、 

不慮の作業事故に備えるため、工事に参加する一人親方等に対し、労災保険の加 

入を促すこと。 

13 社会保険等未加入対策について 

  町では、技能労働者等の雇用環境の改善や建設産業の持続的な発展に必要な人材の

確保及び法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築を図

るため、社会保険等加入義務があるにもかかわらず未加入の業者に対しては、次の措

置を講じますので、十分に留意してください。 

（１） 元請負人で社会保険等未加入業者は、定期入札参加資格審査等において、有資

格者名簿に登録しない。 

（２） 元請負人は、下請契約がある場合は、施工体制台帳をもとに全ての下請負人の

社会保険等への加入状況について確認を行うこと。また、加入義務があるにもか

かわらず未加入である業者と下請契約することを禁止する。 

 

 



  附 則 

この留意事項は、平成２１年４月１日から施行する。 

  附 則 

この留意事項は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この留意事項は、平成２８年６月１日から施行する。 

附 則 

この留意事項は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この留意事項は、公布の日から施行する。 

附 則 

この留意事項は、平成３１年４月１日から施行する。 


